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7-1-2 騒音 

１．調 査 

（１）調査する情報 

① 騒音レベルの状況 

② 地形及び工作物の状況 

③ 土地利用の状況 

④ 発生源の状況 

⑤ 自動車交通量等の状況 

⑥ 関係法令による基準等 

（２）調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域周辺とした。 

（３）調査地点 

① 騒音レベルの状況 

現地調査の調査地点は、表7-1-2.1及び図7-1-2.1に示すとおりである。 

 

表7-1-2.1 騒音レベルの調査地点 

区 分 調査地点 備 考 

環境騒音 

地点Ａ 対象事業実施区域 

地点Ｂ 直近民家付近 

地点Ｃ 河原町総合運動場 

地点Ｄ 福和田地区 

地点Ｅ 郷原・上山手地区 

地点Ｆ 釜口地区 

道路交通騒音 
地点１ 河原インター線 

地点２ 生活道路 

 

② 自動車交通量等の状況 

現地調査の調査地点は、図7-1-2.2に示すとおりである。 
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図 7-1-2.1 騒音レベル現地調査地点位置図 

地点Ｄ 

地点２ 

地点１ 

凡   例 

     対象事業実施区域 

     市町界 

     環境騒音調査地点 

     道路交通騒音調査地点 

 

地点Ｅ 

地点Ｂ 

地点Ｆ 

この地図は、国土地理院発行の「２万５千分

の１地形図（用瀬）」を使用したものである。 

地点Ｃ 

地点Ａ 
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図 7-1-2.2 自動車交通量現地調査地点 

対象事業実施区域 

凡   例 

     対象事業実施区域 

     市町界 

     交通量調査地点（２地点） 

この地図は、国土地理院発行の「２万５千分

の１地形図（用瀬）」を使用したものである。 
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 騒音レベルの状況については、河原インター線開通等により周辺の状況が変化していること

を踏まえ、現状の河原インター線沿道の道路交通騒音の実態を確認することを目的として平成

25年10月に自主的な道路交通騒音調査を実施したものである。 

（４）調査期間 

① 騒音レベルの状況 

現地調査の調査期間は、表7-1-2.2に示すとおりである。 

表7-1-2.2 騒音調査期間 

地点 区分 調査日及び調査時間帯 

地点１ 
休日 平成 25年 10月 20日（日）６時～21日（月）６時（24時間調査） 

平日 平成 25年 10月 21日（月）６時～22日（火）６時（24時間調査） 

地点

1・２ 

休日 平成 22年 11月 28日（日）６時～29日（月）６時（24時間調査） 

平日 平成 22年 11月 29日（月）６時～30日（火）６時（24時間調査） 

 

② 自動車交通量等の状況 

「① 騒音レベルの状況」と同様とした。 

 

（５）調査方法 

① 騒音レベルの状況 

現地調査は、日本工業規格「環境騒音の表示・測定方法」等に準拠し、計量法第71条

の基準に合格した普通騒音計を用いて、等価騒音レベル（LAeq）、時間率騒音レベル（LA5、

LA50、LA95）の測定を実施した。 

測定条件は、以下のとおりである。 

マイクロホンの高さ ：地上1.2ｍ 

周波数補正回路 ：Ａ特性 

普通騒音計の動特性 ：Ｆａｓｔ 

② 地形及び工作物の状況 

地形図等の既存資料及び現地踏査により把握した。 

③ 土地利用の状況 

土地利用現況図、都市計画図等の既存資料及び現地踏査により把握した。また、保全

対象となる住居、学校等の分布状況を把握するとともに、「都市計画法」による用途地

域等の指定状況に基づいて法令の基準をあてはめる地域を把握した。 

④ 発生源の状況 

地形図等の既存資料及び現地踏査により把握した。 
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⑤ 自動車交通量等の状況 

交通量の状況は、通過する車両を車種別（大型車、小型車、二輪車）及び方向別にカ

ウンターにより計測調査した。走行速度は、ストップウォッチによる計測を行った。 

⑥ 関係法令による基準等 

次の法令による基準等の内容を整理した。 

・「環境基本法」に基づく環境基準 

・「騒音規制法」に基づく特定工場等に係る騒音の規制基準 

・「騒音規制法」に基づく特定建設作業に係る騒音の規制基準 

・「騒音規制法」に基づく自動車騒音の要請限度 

・「鳥取県公害防止条例」に基づく深夜騒音の規制基準 
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（６）調査結果 

① 騒音レベルの状況 

ア．環境騒音 

休日の調査結果は、表7-1-2.3(1)、(2)に示すとおりである。 

各調査地点の等価騒音レベル（LAeq）をみると、昼間で36.6～50.0デシベル、夜間

で29.9～45.1デシベルとなっていた。時間率騒音レベル（LA5）については、朝で37.4

～53.3デシベル、昼間で40.1～54.8デシベル、夕で37.0～53.0デシベル、夜間で31.9

～50.3デシベルであった。 

表 7-1-2.3(1) 環境騒音の現地調査結果（等価騒音レベル（LAeq））（休日） 

単位：デシベル 

調査 
地点 

等価騒音レベル（LAeq） 

昼 間 
(６～22時) 

夜 間 
（22～６時） 

地点Ａ 39.2 31.3 

地点Ｂ 45.9 37.7 

地点Ｃ 44.9 36.2 

地点Ｄ 50.0 45.1 

地点Ｅ 36.6 29.9 

地点Ｆ 44.5 40.6 
注１) LAeqの時間区分は環境基準の区分とした。 
注２）対象事業実施区域周辺は環境基準の適用を受けていない。 

表 7-1-2.3(2) 環境騒音の現地調査結果（時間率騒音レベル）（休日） 

単位：デシベル 

項目 
調査 
地点 

時間率騒音レベル 

朝 
(６～８時) 

昼間 
(８～19時) 

夕 
(19～22時) 

夜間 
(22～６時) 

LA5 

地点Ａ 37.4 40.1 37.0 33.0 

地点Ｂ 47.7 49.8 47.2 40.0 

地点Ｃ 50.3 48.1 46.5 38.6 

地点Ｄ 53.3 54.8 53.0 50.3 

地点Ｅ 39.7 40.5 37.1 31.9 

地点Ｆ 46.3 48.6 45.9 43.5 

LA50 

地点Ａ 29.7 31.9 29.4 29.4 

地点Ｂ 34.1 38.3 34.7 31.2 

地点Ｃ 37.3 39.3 33.8 30.2 

地点Ｄ 44.8 48.8 44.8 38.9 

地点Ｅ 31.2 31.1 28.1 28.0 

地点Ｆ 37.8 41.8 40.9 39.0 

LA95 

地点Ａ 28.0 28.9 28.0 28.0 

地点Ｂ 29.5 31.3 29.9 30.0 

地点Ｃ 30.7 34.1 28.5 28.3 

地点Ｄ 37.0 41.6 37.5 34.0 

地点Ｅ 28.3 28.3 28.0 28.0 

地点Ｆ 34.3 37.4 38.4 37.4 
注１) LA5、LA50、LA95の時間区分は「鳥取県公害防止条例」の特定工場に係る規制基準の区分とした。 

注２）地点Ａは対象事業実施区域であるため第４種区域の基準が適用される。その他の地点は基準の適用となる
区域指定はなされていない。 
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平日の調査結果は、表7-1-2.4(1)、(2)に示すとおりである。各調査地点の等価騒

音レベル（LAeq）をみると、昼間で40.5～51.0デシベル、夜間で28.6～44.6デシベル

となっていた。時間率騒音レベル（LA5）については、朝で37.9～55.5デシベル、昼間

で42.8～56.2デシベル、夕で37.6～53.1デシベル、夜間で30.7～50.5デシベルとなっ

ていた。 

表 7-1-2.4(1) 環境騒音の現地調査結果（等価騒音レベル（LAeq））（平日） 

単位：デシベル 

調査 
地点 

等価騒音レベル（LAeq） 

昼 間 
(６～22時) 

夜 間 
（22～６時） 

地点Ａ 41.2 29.6 

地点Ｂ 50.5 38.0 

地点Ｃ 46.0 35.2 

地点Ｄ 51.0 44.6 

地点Ｅ 40.5 28.6 

地点Ｆ 46.7 39.4 
注１) LAeqの時間区分は環境基準の区分とした。 
注２）対象事業実施区域周辺は環境基準の適用を受けていない。 

 

表 7-1-2.4(2) 環境騒音の現地調査結果（時間率騒音レベル）（平日） 

単位：デシベル 

項目 
調査 
地点 

時間率騒音レベル 

朝 
(６～８時) 

昼間 
(８～19時) 

夕 
(19～22時) 

夜間 
(22～６時) 

LA5 

地点Ａ 37.9 42.9 37.6 31.9 

地点Ｂ 51.3 52.1 47.9 39.4 

地点Ｃ 50.8 48.4 47.9 37.9 

地点Ｄ 55.5 56.2 53.1 50.5 

地点Ｅ 48.7 42.8 38.6 30.7 

地点Ｆ 49.2 51.0 46.1 42.5 

LA50 

地点Ａ 32.7 35.2 28.8 28.2 

地点Ｂ 41.3 41.2 35.8 31.2 

地点Ｃ 41.0 40.1 35.4 30.0 

地点Ｄ 48.1 48.7 45.1 38.3 

地点Ｅ 35.5 35.1 29.6 28.0 

地点Ｆ 44.5 45.1 39.6 37.4 

LA95 

地点Ａ 30.3 32.1 28.0 28.0 

地点Ｂ 35.1 33.4 30.1 29.8 

地点Ｃ 35.7 34.7 29.4 28.1 

地点Ｄ 43.6 41.8 38.4 33.6 

地点Ｅ 32.3 31.2 28.0 28.0 

地点Ｆ 41.6 40.9 36.7 35.8 
注１) LA5、LA50、LA95の時間区分は「鳥取県公害防止条例」の特定工場に係る規制基準の区分とした。 

注２）地点Ａは対象事業実施区域であるため工業地域（第４種区域）の基準が適用される。その他の地点は基準の適用
となる区域指定はなされていない。 
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イ．道路交通騒音 

休日、平日の道路交通騒音の現地調査結果は、表7-1-2.5に示すとおりである。 

休日の等価騒音レベル（LAeq）をみると、昼間で46.5～66.7デシベル、夜間で37.5

～57.4デシベルとなっていた。 

平日の等価騒音レベル（LAeq）をみると、昼間で48.3～67.6デシベル、夜間で39.0

～56.7デシベルとなっていた。 

 

表 7-1-2.5 道路交通騒音の調査結果（休日及び平日） 

単位：デシベル 

調査地点 路線 

等価騒音レベル（LAeq） 

昼 間（６～22時） 夜 間（22～６時） 

休日 平日 休日 平日 

地点１ 河原インター線 66.7 67.6 57.4 56.7 

地点２ 生活道路 46.5 48.3 37.5 39.0 

 

② 地形及び工作物の状況 

対象事業実施区域は、起状の緩やかな山地内に位置し、標高は約100ｍ程度となって

いる。また、対象事業実施区域及びその周辺には、騒音の伝搬に影響を及ぼす規模の工

作物は存在しない。 

③ 土地利用の状況 

対象事業実施区域は現在、樹林地及び農用地等となっており、周囲に住居及び学校な

どの保全対象施設は存在しない。また、都市計画法に基づく用途地域の定めはない。な

お、北側には、河原インター山手工業団地があり、最寄りの住居等は北側約200ｍに存

在する。 

④ 発生源の状況 

対象事業実施区域周辺における発生源としては、鳥取自動車道及び河原インター線等

を走行する自動車やＪＲ因美線を走行する列車等があげられる。 

⑤ 自動車交通量等の状況 

自動車交通量等の調査結果は、「7-1-1 大気質 １．調査 （６）調査結果 ⑤自動

車交通量等の状況」に示したとおりである。 
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⑥ 関係法令による基準等 

ア．環境基準 

騒音に係る環境基準は、表7-1-2.6(1)～(3)に示すとおりである。 

対象事業実施区域は、用途地域の指定が行われていないことから、騒音に係る環境

基準の類型指定はなされていない。 

表 7-1-2.6(1) 騒音に係る環境基準（一般地域） 

時間の区分 
 

地域の類型 

昼 間 夜 間 

６時～22 時 22 時～翌日の６時 

AA 50 デシベル以下 40 デシベル以下 

A 及び B 55 デシベル以下 45 デシベル以下 

C 60 デシベル以下 50 デシベル以下 
注）対象事業実施区域及びその周辺における地域の類型の指定状況は下記のとおりである。 

AA ：該当する地域はない。 
Ａ ：鳥取市の区域のうち、第１種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、 
第２種中高層住居専用地域 

Ｂ ：鳥取市の区域のうち、第１種住居地域、第２種準住居地域、準住居地域 
Ｃ ：鳥取市の区域のうち、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 

 

 

表 7-1-2.6(2) 騒音に係る環境基準（道路に面する地域） 

時間の区分 

地域の類型 

昼 間 夜 間 

６時～22時 22時～翌日の６時 

A地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域 60デシベル以下 55デシベル以下 

B地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域

及び C地域のうち車線を有する道路に面する地域 
65デシベル以下 60デシベル以下 

注１）車線とは１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をいう。 
注２）幹線交通を担う道路に近接する空間を除く。 

 

表 7-1-2.6(3) 騒音に係る環境基準（幹線交通を担う道路に近接する空間） 

昼 間 夜 間 

６時～22時 22時～翌日の６時 

70デシベル以下 65デシベル以下 

［備 考］個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認めら

れるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45デシベル以下、夜間にあっては 40デシベル以

下）によることができる。 

注）「幹線交通を担う道路」とは高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び市町村道（市町村道にあっては４車線以上の区間に

限る）等を表し、「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは、以下のように車線数の区分に応じて道路端からの距離により
その範囲を特定する。（騒音に係る環境基準の改正について 平成 10年９月 30日 環大企 257号） 

２車線以下の車線を有する道路  15メートル 

２車線を超える車線を有する道路 20メートル 

 

    



7-104 

イ．特定工場等に係る規制基準 

特定工場等において発生する騒音は、「騒音規制法」及び「鳥取県公害防止条例」

で規制されており、規制基準は表7-1-2.7に示すとおりである。 

対象事業実施区域は、用途地域の指定が行われていないものの、騒音規制法に基づ

く規制地域として平成26年３月27日に第４種区域に指定されたことから、第４種区域

の基準が適用される。 

表 7-1-2.7 特定工場等に係る騒音の規制基準 

区域 地域の区分 
昼 間  

８時～19時 

朝 ６時～８時 

夕 19時～22時 

夜 間 

22時～翌日の６時 

第１種 第１種低層住居専用地域 50デシベル 45デシベル 45デシベル 

第２種 

第１種中高層住居専用地域、第２種中

高層住居専用地域、第１種住居地域、

第２種住居地域、準住居地域 
60デシベル 50デシベル 45デシベル 

第３種 近隣商業地域、商業地域、準工業地域 65デシベル 65デシベル 50デシベル 

第４種 工業地域 70デシベル 70デシベル 65デシベル 

注）規制値は、特定工場等の敷地の境界線上における大きさ。 

 

ウ．特定建設作業に係る規制基準 

特定建設作業に伴って発生する騒音は、「騒音規制法」で規制されており、規制基

準は表7-1-2.8に示すとおりである。 

対象事業実施区域は、用途地域の指定が行われていないものの、騒音規制法に基づ

く規制地域として平成26年３月27日に第４種区域に指定されたことから、第２号区域

の基準が適用される。 

表 7-1-2.8 特定建設作業騒音の規制基準 

規制の種別 基準値 作業禁止の時間帯 作業時間制限 
連続作
業日数 

作業 
禁止日 地域の区分 

敷地 
境界線 

第１号 
区域 

第２号 
区域 

第１号 
区域 

第２号 
区域 

くい打機、くい抜機又はく
い打くい抜機 

85 
デシ 
ベル 

午後７時
から 
翌日 

午前７時 

午後10時 
から 
翌日 

午前６時 

１日 
10時間 

１日 
14時間 

６日間 
以内 

日曜日 
その他 
の休日 

びょう打機 
さく岩機 
空気圧縮機 
コンクリートプラント又
はアスファルトプラント 
土木機械 
（ブルドーザー、バックホ
ウ、トラクターショベル） 
注）第１号区域：第１種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地

域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域のうち学校、保育所、病院、診療所、図書館及び

特別養護老人ホームの敷地の周辺約 80ｍ以内の区域 
第２号区域：工業地域のうち、第１号区域に含まれる区域以外 
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エ．自動車騒音の要請限度 

「騒音規制法」に基づく自動車騒音の要請限度は、表7-1-2.9に示すとおりである。 

 

表 7-1-2.9 自動車騒音の要請限度 

時間の区分 
 
区域の区分 

基準値 

昼 間 
６時～22時 

夜 間 
22時～翌日の６時 

ａ区域及びｂ区域のうち１車線を有する道路に面する区域 65デシベル 55デシベル 

ａ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域 70デシベル 65デシベル 

ｂ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域及び
ｃ区域のうち車線を有する道路に面する区域 

75デシベル 70デシベル 

注１）幹線交通を担う道路に近接する区域については、上表にかかわらず、昼間においては 75 デシベル、夜間においては 70 デシベ
ルとする。 

注２）ａ区域：第１種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域 

ｂ区域：第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域 
ｃ区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 

 

オ．深夜騒音の規制 

深夜の静穏を保持するため、「鳥取県公害防止条例」に基づいて工場・事業場すべ

ての事業活動に伴う深夜（22時～翌朝６時）の騒音が規制されており、規制基準は表

7-1-2.10に示すとおりである。騒音規制法に基づく規制地域として平成26年３月27日

に第４種区域に指定されたことから、第４種区域の基準が適用される。 

 

表 7-1-2.10 深夜騒音の規制基準 

区域の区分 基準値 

騒音規制法に基づく第３種区域（近隣商業地域、商業地域、準
工業地域） 

50 デシベル 

騒音規制法に基づく第４種区域（工業地域） 65 デシベル 

上記の区域以外の区域 45 デシベル 

 

注）規制値は、特定工場等の敷地の境界線上における大きさ。 
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２．予 測 

（１）工事の実施 

① 資材運搬車両等の走行に伴う騒音の発生 

ア．予測項目 

資材運搬車両等の走行に伴う等価騒音レベル（LAeq）とした。 

イ．予測時期 

資材運搬車両等の走行に伴う影響が大きくなると想定される工事開始後36ヵ月目

～37ヵ月目とした。 

ウ．予測地点 

予測地点は、資材運搬車両等の走行ルート沿道において現地調査を行った１地点

（地点１）とした。また、予測高さは地上1.2ｍとした。 

エ．予測方法 

（ア）予測手順 

資材運搬車両等の走行による道路交通騒音の予測手順は、図7-1-2.3に示すとお

りとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7-1-2.3 資材運搬車両等の走行による道路交通騒音の予測手順 

①現況騒音レベル 

（現地調査結果） 
現況交通条件 

②現況交通量 

による騒音レベル 

（予測値） 

③将来一般交通量 

による騒音レベル 

（予測値） 

④将来交通量 

による騒音レベル 

（予測値） 

⑤河原インター線 

供用後の交通量及び

工業団地関連交通量

による騒音レベルの

増加分 

（⑤＝③－②） ⑥将来一般交通量 

による騒音レベル 

（予測結果） 

（⑥＝①＋⑤） 

⑧将来交通量 

による騒音レベル 

（予測結果） 

（⑧＝⑥＋⑦） 

⑦事業関連車両 

の走行による 

騒音レベルの増加分 

（⑦＝④－③） 

将来交通条件 

（将来一般交通量 

及び事業関連車両） 

将来一般交通条件 
（河原インター線供用後
における交通量及び工業 

団地関連交通量） 
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（イ）予測式 

予測式は、日本音響学会式（ASJ RTN-Model 2008）を用いた。 
 

【伝搬計算式】 

１台の自動車が走行したときの予測点における騒音の時間変化（ユニットパター

ン）は、次式を用いて算出した。 

ＬA,i＝ＬWA,i－８－20logｒi＋⊿Ｌd＋⊿Ｌg 

 ＬA,i ：ｉ番目の音源位置から予測点に伝搬する騒音のＡ特性音圧レベル 

（デシベル） 

 ＬWA,i ：ｉ番目の音源位置における自動車走行騒音のＡ特性音響パワーレベル 

（デシベル） 

 ｒi ：ｉ番目の音源位置から予測点までの直達距離（ｍ） 

 ⊿Ｌd：回折に伴う減衰に関する補正量（デシベル） 

予測断面の道路構造は平面構造であり、遮音壁等の回折効果は生じ

る施設は設置されていないため、⊿Ｌd=０とした。 

 ⊿Ｌg：地表面効果による減衰に関する補正量（デシベル） 

地表面はコンクリート、アスファルト等の表面の固い地面とし、 

⊿Ｌg=０とした。 
 

【単発騒音暴露レベル算出式】 

ユニットパターンの時間積分値である単発騒音暴露レベルＬAEは、次式を用いて算

出した。 

ＬAE＝10log（１／Ｔ0・∑10ＬA,i/10・⊿ｔi） 

 ＬAE ：１台の自動車が対象とする道路の全延長を通過する間の予測点にお

ける単発騒音暴露レベル（デシベル） 

 ＬA,i ：ｉ番目の音源位置から予測点に伝搬する騒音のＡ特性音圧レベル 

（デシベル） 

 Ｔ0 ：基準の時間（１秒） 

 ⊿ｔi ：音源がｉ番目の区間に存在する時間（秒） 
 

【等価騒音レベル算出式】 

ＬAeq,l＝ＬAE＋10logＮ－35.6 

 ＬAeq,l ：車線別、車種別の等価騒音レベル（デシベル） 

ＬAE ：１台の自動車が対象とする道路の全延長を通過する間の予測点にお

ける単発騒音暴露レベル（デシベル） 

Ｎ ：算出対象時間区分別の平均時間交通量（台/時） 
 

【エネルギー合成式】 

ＬAeq＝10 log10（Σ10 LAeq,l/10） 

 ＬAeq  ：予測点における騒音レベル（デシベル） 

 ＬAeq,l ：車線別、車種別の等価騒音レベル（デシベル） 
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（ウ）予測条件 

ａ．予測時間帯 

予測時間帯は、資材運搬車両等が走行する時間帯（７時～19時）を考慮し、騒

音に係る環境基準の昼間の時間区分（６時～22時の16時間）とした。 

ｂ．交通条件  

（ａ）将来一般交通量 

将来一般交通量は、河原インター線供用後の交通量に、隣接する工業団地の

交通量を加えたものとし、表7-1-2.11に示すとおりとした。 

表7-1-2.11 予測地点の将来一般交通量（断面交通量） 

単位：台/16時間 

予測地点 
（道路名） 

大型車 小型車 合計 

地点１ 
（河原インター線） 

947 9,587 10,534 

 

（ｂ）資材運搬車両等台数 

予測時期（工事開始後36ヵ月目～37ヵ月目）における資材運搬車両等台数は、

表7-1-2.12に示すとおりである。 

表7-1-2.12 予測地点の資材運搬車両等台数（断面交通量） 

単位：台/16時間 

予測地点 
（道路名） 

大型車 小型車 合計 

地点１ 
（河原インター線） 

240 160 400 

 

（ｃ）将来交通量 

将来交通量は、将来一般交通量に資材運搬車両等台数を加えた台数とし、表

7-1-2.13に示すとおりとした。 

表7-1-2.13 予測地点の将来交通量（断面交通量） 

単位：台/16時間 

予測地点 
（道路名） 

大型車 小型車 合計 

地点１ 
（河原インター線） 

1,187 9,747 10,934 

 

ｃ．走行速度 

走行速度は、対象道路の規制速度を用いるものとし、60km/時とした。 
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ｄ．道路条件及び音源の位置 

予測地点の道路条件及び音源位置は、図7-1-2.4に示すとおりであり、音源は

各車線の路面上中央に配置した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

図7-1-2.4 予測地点の道路条件及び音源位置 

 

（エ）予測結果 

※前述の「エ．予測方法 （ウ）予測条件 ｂ．交通条件 （ｂ）資材運搬車両

等台数」に記載のとおり、予測地点を走行する資材運搬車両等台数が変更前と比較

して減少していることから、再予測は行っていない。ここでは、参考に前回の予測

結果備考）を記載している。 

資材運搬車両等の走行に伴う道路交通騒音（等価騒音レベル：LAeq）の予測結果

は、表7-1-2.14に示すとおりである。 

資材運搬車両等の走行による道路交通騒音（等価騒音レベル：LAeq）の予測結果

は70.8デシベルとなる。 

対象道路は、用途地域の指定が行われていないことから、騒音に係る地域指定を

受けていないが、参考に環境基準と比較すると、これを上回るものの、将来の一般

交通量による騒音レベルと同程度の値であり、事業の実施に伴う騒音の増加量は１

デシベル以下（0.4デシベル）と予測する。 
 

表 7-1-2.14 資材運搬車両等の走行による道路交通騒音（等価騒音レベル：LAeq）の予測結果 

単位：デシベル 

予測地点 

（道路名） 

時間 

区分 

予 測 結 果 
将来一般 

交通量による 

騒音レベル 

⑥ 

将来騒音 

レベル 

⑧ 

⑥＋⑦ 

(増加量) 

環境基準注 1) 

＜参考＞ 

将来一般 

交通量による 

予測結果 

③ 

将来 

交通量による 

予測結果 

④ 

増加量 

⑦ 

(④－③) 

地点１ 

(河原インター線) 
昼間 70.5 70.9 0.4 70.4 

70.8 

(0.4) 
70 以下 

注 1）環境基準は幹線交通を担う道路に近接する空間の基準値。 

注 2）表中の番号は、図 7-1-2.3の図中の番号と一致する。 

備考）第３回変更届で予測を行った結果を記載している。 

<凡例> 

   ：音源 

   ：予測地点 

（
南 

側
） 

（
北 

側
） 

1.6 6.0 3.3 0.5 2.7 

路肩 車線 中央線 車線 縁
石 

歩道 

1.2 

単位：ｍ 

至 河原 IC 至 山手トンネル 
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② 建設機械の稼働による騒音の発生 

ア．予測項目 

建設機械の稼働による騒音レベル（LA5）とした。 

イ．予測時期 

予測時期は、建設機械の稼働による影響が大きくなると想定される時期とし、表

7-1-2.15に示す１ケースとした。 

 

表7-1-2.15 予測ケース 

ケース 予測時期 工事内容 主な建設機械 

１ 工事開始後６ヵ月目 造成工事 
・バックホウ 

・ブルドーザー 

 

ウ．予測範囲及び予測地点 

予測範囲は図7-1-2.5に示すとおり、敷地境界から概ね100ｍの範囲とし、予測地点

は敷地境界で騒音レベルが最大となる地点、現地調査地点（地点Ａ）及び直近民家（地

点ａ）とした。また、予測高さは地上1.2ｍとした。 
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１：６,０００ 

Ｎ 

0 

 

60 120 240ｍ 

凡   例 

対象事業実施区域 

予測範囲 

  予測地点 

図 7-1-2.5 建設機械の稼働による騒音予測範囲図 

この地図は、鳥取市白図を使用したものである。 

地点ａ 

地点Ａ 

注）建設機械の稼働による騒音の予測は行っていないため、変更前の
図を記載している。 
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エ．予測方法 

（ア）予測手順 

建設機械の稼働による騒音の予測手順は、図7-1-2.6に示すとおりとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）予測式 

予測地点における個々の建設機械からの騒音レベルは、次式を用いて算出した。

回折減衰量は、前川チャートの近似式を用いた。 

予測地点における建設作業騒音レベルは、複数音源による騒音レベルの合成式を

用いて算出した。 

〈回折音の式〉 

Ｌｉ＝Ｌw －８－20 log10ｒ－Ｒ 
 
ここで、Ｌｉ ：騒音レベル(デシベル) 

Ｌw ：音源の騒音発生量(デシベル) 
ｒ ：音源から受音点までの距離（ｍ） 
Ｒ ：回折減衰量(デシベル) 

 
            10 log10Ｎ＋13    １≦Ｎ 

Ｒ＝ ５±８|Ｎ|0.438      -0.341≦Ｎ＜１ 
           ０            Ｎ＜-0.341 

Ｎ：フレネル数（＝２δ/λ） 
λ：波長（ｍ） 
δ：行路差（ｍ）（＝ａ＋ｂ－ｃ） 

図7-1-2.6 建設機械の稼働による騒音レベルの予測手順 

事業計画 

建設機械の稼働条件設定 

・種類、規格 

・台数、配置 

点音源の伝搬理論式 

各音源別の騒音レベルの合成 

予測範囲の設定 

建設作業騒音レベル 

予測時期の設定 

建設機械の 
パワーレベル 

立地特性 
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〈透過音の式〉 

 ＬＴ＝ＬＷＡ－８－20 log10ｒ－ＴＬ 

  ここで、 ＴＬ：防音材料の透過損失  
  
 
〈複数音源の合成〉 

 

 

 
 

ここで、 Ｌ ：受音点の合成騒音レベル(デシベル) 
Ｌi ：個別音源の回折音による受音点での騒音レベル(デシベル) 
ＬＴ ：個別音源の透過音による受音点での騒音レベル(デシベル) 
ｎ ：音源の個数 

  

（ウ）予測条件 

建設機械の配置は、施工計画等をもとに図7-1-2.7に示すとおりとした。また、

建設機械の音源条件は、既存資料等を基に表7-1-2.16に示すとおり設定した。 

 

表 7-1-2.16 建設機械稼働による騒音予測の音源条件 

建設機械 規 格 
稼働台数 

（台） 

パワーレベル 

(デシベル) 

バックホウ 0.7～1.2ｍ3 10 106 

ブルドーザー 3.8～7.0ｔ ６ 114 

合 計 16 － 

出典：「建設工事に伴う騒音･振動対策ハンドブック〔第３版〕」 

（平成 13年２月 (社)日本建設機械化協会） 
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注）建設機械の稼働による騒音の予測は行っていないため、変更前の
図を記載している。 

図7-1-2.7 建設機械の配置図 
〔工事開始後15ヵ月目（造成工事）〕 

 

１：６,０００ 

Ｎ 

0 

 

60 120 240ｍ 

凡   例 

対象事業実施区域 バックホウ（0.7～1.2ｍ3） 

予測範囲 ブルドーザー（3.8～7t) 

 
この地図は、鳥取市白図を使用したものである。 
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オ．予測結果 

※前述の「エ．予測方法 （ウ）予測条件」に記載のとおり、ピーク時期の建設機

械稼働台数が変更前と比較して減少していることから、再予測は行っていない。ここ

では、参考に前回の予測結果備考）を記載している。 

建設機械の稼働による騒音の予測結果は、表7-1-2.17(1)及び図7-1-2.8に示すとお

りである。 

敷地境界における騒音レベルの最大値は、76.0デシベルである。対象事業実施区域

は用途地域の指定が行われていないことから、騒音に係る区域指定がなされていない

が、参考に「騒音規制法」に基づく特定建設作業騒音の規制基準（85デシベル）と比

較すると、規制基準を満足するものと予測する。 

また、建設機械の稼働による現況騒音からの増加量を表7-1-2.17(2)に示す。現況

騒音は約40～46デシベル程度であり、一時的ではあるが、建設機械の稼働に伴い15～

37デシベル程度増加する。 

表 7-1-2.17(1) 建設機械の稼働による騒音の予測結果 

単位：デシベル 

予測地点 予測結果 
規制基準 

＜参考＞ 

現地調査を行った地点の予測値 地点Ａ 70.0 

85 以下 
直近民家での予測値 地点ａ 61.0 

敷地境界における 

騒音レベルの最大値 
76.0 

備考）第３回変更届で予測を行った結果を記載している。 

 

表 7-1-2.17(2) 建設機械の稼働による現況騒音からの増加量 

単位：デシベル 

予測地点 予測結果 現況騒音 
合成値注１） 

（増加量） 

現地調査を行った地点の予測値 地点Ａ 70.0 39.2 
70.0 

(30.8) 

直近民家での予測値 地点ａ 61.0 45.9 注２） 
61.0 

(15.1) 

敷地境界における 

騒音レベルの最大値 
76.0 39.2 注２） 

76.0 

(36.8) 

注１）合成値は、予測結果と現況騒音の値をエネルギー合成した値である。 

注２）現況騒音の値は、直近民家では最寄りの現地調査地点（地点 B）の値、敷地境界における騒音 

レベルの最大地点の値は現地調査地点（地点 A）の値を用いた。 
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注）建設機械の稼働による騒音の予測は行っていないため、変更前の
図を記載している。 

図7-1-2.8 建設機械の稼働による騒音の予測結果 
〔工事開始後15ヵ月目（造成工事）〕 

 

１：６,０００ 

Ｎ 

0 

 

60 120 240ｍ 

凡   例 

対象事業実施区域 等騒音レベル線(単位：デシベル) 

予測範囲 最大レベル地点（76.0デシベル） 

 予測地点 

地点Ａ 

最大レベル地点 

この地図は、鳥取市白図を使用したものである。 

地点ａ 
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（２）施設の存在・供用 

① 廃棄物運搬車両等の走行に伴う騒音の発生 

ア．予測項目 

廃棄物運搬車両等の走行による等価騒音レベル（LAeq）とした。 

イ．予測時期 

予測時期は、供用時において事業活動が定常に達した時期とした。 

ウ．予測地点 

予測地点は、廃棄物運搬車両等の走行ルート沿道において現地調査を行った１地点

（地点１）とした。また、予測高さは地上1.2ｍとした。 

エ．予測方法 

（ア）予測手順 

廃棄物運搬車両等の走行による道路交通騒音の予測手順は、「（１）工事の実施 

① 資材運搬車両等の走行に伴う騒音の発生」と同様とした。なお、一般交通量に

ついては、河原インター線供用後の台数に加え、隣接する工業団地の供用に伴う台

数を踏まえた交通量とした。 

（イ）予測式 

予測式は、「（１）工事の実施 ① 資材運搬車両等の走行に伴う騒音の発生」

と同様とした。 

（ウ）予測条件 

ａ．予測時間帯 

予測時間帯は、廃棄物運搬車両等が走行する時間帯（７時～19時）を考慮し、

騒音に係る環境基準の昼間の時間区分（６時～22時の16時間）とした。 
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ｂ．交通条件  

（ａ）将来一般交通量 

将来一般交通量は、河原インター線供用後の交通量に、隣接する工業団地の

交通量を加えたものとし、表7-1-2.18に示すとおりとした。 

 

表7-1-2.18 予測地点の将来一般交通量（断面交通量） 

単位：台/16時間 

予測地点 
（道路名） 

大型車 小型車 合計 

地点１ 
（河原インター線） 

938 9,498 10,436 

 

（ｂ）廃棄物運搬車両等台数 

予測時期における廃棄物運搬車両等台数は、表7-1-2.19に示すとおりである。 

 

表7-1-2.19 予測地点の廃棄物運搬車両等台数（断面交通量） 

単位：台/16時間 

予測地点 
（道路名） 

大型車 小型車 合計 

地点１ 
（河原インター線） 

556 280 836 

 

（ｃ）将来交通量 

将来交通量は、将来一般交通量に廃棄物運搬車両等台数を加えた台数とし、

表7-1-2.20に示すとおりとした。 

 

表7-1-2.20 予測地点の将来交通量（断面交通量） 

単位：台/16時間 

予測地点 
（道路名） 

大型車 小型車 合計 

地点１ 
（河原インター線） 

1,494 9,778 11,272 

 

ｃ．走行速度 

走行速度は、対象道路の規制速度を用いるものとし、60km/時とした。 

ｄ．道路条件及び音源の位置 

予測地点の道路条件及び音源位置は、「（１）工事の実施 ① 資材運搬車両

等の走行に伴う騒音の発生」と同様とした。 
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（エ）予測結果 

廃棄物運搬車両等の走行に伴う道路交通騒音（等価騒音レベル：LAeq）の予測結

果は、表7-1-2.21に示すとおりである。 

廃棄物運搬車両等の走行による道路交通騒音（等価騒音レベル：LAeq）の予測結

果は71.2デシベルとなる。 

対象道路は、用途地域の指定が行われていないことから、騒音に係る地域指定を

受けていないが、参考に環境基準と比較すると、これを上回るものの、事業の実施

に伴う騒音の増加量は１デシベル以下（0.8デシベル）と予測する。 

 

表 7-1-2.21 廃棄物運搬車両等の走行による道路交通騒音(等価騒音レベル：LAeq)の予測結果 
単位：デシベル 

予測地点 

（道路名） 

時間 

区分 

予 測 結 果 
将来一般 

交通量による 

騒音レベル 

⑥ 

将来 

騒音 

レベル 

⑥＋⑦ 

(増加量) 

環境基準注1） 

＜参考＞ 

将来一般 

交通量による 

予測結果 

③ 

将来交通量 

による 

予測結果 

④ 

増加量 

⑦ 

(④－③) 

地点１ 

(河原インター線) 
昼間 70.5 71.3 0.8 70.4 

71.2 

(0.8) 
70 以下 

注 1）環境基準は幹線交通を担う道路に近接する空間の基準値。 

注 2）表中の番号は、図 7-1-2.3の図中の番号と一致する。 
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② 計画施設の稼働に伴う騒音の発生 

ア．予測項目 

計画施設の稼働に伴う騒音レベル（LA5）とした。 

イ．予測時期 

予測時期は、供用時において事業活動が定常に達した時期とした。 

ウ．予測範囲及び予測地点 

予測範囲は、「（１）工事の実施 ② 建設機械の稼働による騒音の発生」と同様

とした。 

エ．予測方法 

（ア）予測手順 

計画施設の稼働に伴う騒音レベルの予測手順は、図7-1-2.9に示すとおりとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業計画 

設備機器の稼働条件設定 

・種類、規格 

・台数、配置 

伝搬理論式 

各音源別の騒音レベルの合成 

予測範囲の設定 

施設の騒音レベル 

予測時期の設定 

設備機器の 
パワーレベル 

立地特性 

図7-1-2.9 計画施設の稼働に伴う騒音レベルの予測手順 
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（イ）予測式 

建屋内に設置される機器の音は、外壁を透過し、距離減衰、他の建屋等の障壁に

より減衰を経て受音点に達する。それぞれ次の方法により予測計算を行った。 

 

【室内壁際の騒音レベルの算出】 

音源より発せられた騒音が壁際まで到達したときの値は、その距離をｒ（ｍ）、

室定数をＲＣとして次式により求めた。 

Ｌｓ＝Ｌｗ＋10 log10（       ＋    ） 

 
ここで、  

Ｌｓ ：壁際の騒音レベル（デシベル） 
Ｌｗ ：騒音源のパワーレベル（デシベル） 
ｒ ：騒音源から受音点までの距離（ｍ） 
Ｑ ：音源の指向係数（半自由空間にあるものとしＱ＝２） 
ＲＣ ：室定数（㎡） 

 
  ＲＣ＝    、Ａ＝  Ｓｉ ×αｉ、α＝  

                       

 

 

 

【外壁面放射パワーレベル】 

外壁面からの放射パワーレベルは次式により求めた。 

Ｌｗｏ＝Ｌｗｉ－ＴＬ＋10 log10Ｓ 

Ｌｗｉ＝Ｌｓ＋10 log10Ｓｏ（Ｓｏ＝１ｍ2） 

 
ここで、 

Ｌｗｉ ：壁際の単位面積に入射するパワーレベル（デシベル） 
Ｌｗｏ ：外壁面全体の放射パワーレベル（デシベル） 
Ｌｓ ：室内壁際の騒音レベル（デシベル） 
ＴＬ ：壁の透過損失（デシベル） 
Ｓ  ：透過面積（ｍ2） 

 

Ｑ 
４・π・ｒ２ 

４ 
ＲＣ 

Ａ 
１－α ｉ＝１ 

Σ 
ｎ   Ｓｉ×αｉ 

  Ｓｉ 
ｉ＝１ 
Σ 
ｎ 

ｉ＝１ 
Σ 
ｎ 

Ａ ：吸音力（㎡） 
α ：平均吸音率 
αｉ ：部材の吸音率 
Ｓｉ ：部材の面積（㎡） 
ｎ ：部材の数 
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【外部伝搬計算】 

距離減衰式に建屋等による騒音の回折減衰量を減じて算出した。 

 

Ｌr＝Ｌw －８－20 log10ｒ－Ｒ 
 

ここで、 
Ｌr ：騒音レベル(デシベル) 
Ｌw ：外壁面全体のパワーレベル(デシベル) 
ｒ ：音源から予測地点までの距離（ｍ） 
Ｒ ：回折減衰量(デシベル)(建設作業の騒音予測参照) 

 

         10 log10Ｎ＋13 １≦Ｎ 
Ｒ＝ ５±８|Ｎ|0.438 -0.341≦Ｎ＜１ 
   ０ Ｎ＜-0.341 

         Ｎ：フレネル数（＝２δ／λ） 
         λ：波長 
         δ：行路差（＝ａ＋ｂ－ｃ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受音点において複数の音源からの寄与がある場合には、次式により合成騒音レベ

ルを求めた。 

 
ここで、 

Ｌ ：受音点の合成騒音レベル(デシベル) 
Ｌi ：個別音源による受音点での騒音レベル(デシベル) 
ｎ ：音源の個数 

 

 
 
      ａ         ｂ 
 
 
   音源          ｃ        受音点 
 
          行路差 
 















n

li

10

Li

10 10log 10
　

　 　　　　　Ｌ
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（ウ）予測条件 

ａ．設備機器の配置等の音源条件 

設備機器の配置等の音源条件は表7-1-2.22に示すとおりである。 

 

 

表7-1-2.22 主要な設備機器の音源条件等 

設置階 設備機器名 台数 
パワーレベル 

（デシベル） 

地下１階 磁選機 ２  91.0  

１階 

油圧装置 １  96.0 

誘引通風機 ２ 100.0 

ボイラ給水ポンプ ４ 106.0 

脱気器給水ポンプ ２  91.0 

タービン排気復水器 １ 100.0 

タービンバイパス装置 １ 106.0 

各種 空気圧縮機 ３  94.0 

機器冷却水ポンプ ２  96.0 

１階+３ｍ 
可燃性粗大ごみ粉砕機 １  97.0 

混練機 １  91.0 

２階 

排ガス再循環送風機 ２ 100.0 

蒸気タービン １  96.0 

蒸気タービン発電機 １ 101.0 

活性炭・消石灰供給ブロワ ３ 100.0 

３階 
押込送風機 ２ 102.0 

二次送風機 ２ 106.0 

４階 ごみクレーン ２  91.0 

 

ｂ．壁等の吸音率及び透過損失 

工場棟建屋壁面の材質については、鉄骨鉄筋コンクリート造を基本とした。 

また、特に騒音を発生する設備機器についてはラギング等、部屋についてはグ

ラスウール（50mm）等による仕上げとする計画とした。 
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オ．予測結果 

計画施設の稼働に伴う騒音の予測結果は、表7-1-2.23(1)及び図7-1-2.10に示すと

おりである。 

敷地境界における騒音レベルの最大値は、42.4デシベルである。対象事業実施区域

は用途地域の指定が行われていないものの、平成26年３月27日に対象事業実施区域が

「騒音規制法」に基づく第４種区域に指定されたことから、第４種区域の基準が適用

される。しかしながら、周辺の土地利用状況等を勘案のうえ、より厳しい規制基準で

ある「騒音規制法」に基づく特定工場等に係る規制基準（第３種区域）及び「鳥取県

公害防止条例」に基づく深夜騒音の規制基準と比較すると、規制基準を満足するもの

と予測する。 

また、計画施設の稼働による現況騒音からの増加量を表7-1-2.23(2)に示す。現況

騒音は約40～46デシベル程度であり、計画施設の稼働に伴い５デシベル程度増加する。 

 

表 7-1-2.23(1) 計画施設の稼働に伴う騒音の予測結果 

単位：デシベル 

予測地点 予測結果 
規制基準注） 

＜参考＞ 

現地調査を行った地

点の予測値 
地点Ａ 27.9 

昼 間：65以下 

朝・夕：65以下 

夜 間：45以下 

直近民家での予測値 地点ａ 27.5 

敷地境界における 

騒音レベルの最大値 
42.4 

 
注）昼間及び朝・夕の値は、「騒音規制法」に基づく特定工場等に係る騒音の規制基準（第

３種区域）の値であり、夜間の値は「鳥取県公害防止条例」に基づく深夜騒音の規制基
準の値 

 

表 7-1-2.23(2) 計画施設の稼働による現況騒音からの増加量 

単位：デシベル 

予測地点 予測結果 現況騒音 
合成値注１） 

（増加量） 

現地調査を行った地点の

予測値 
地点Ａ 27.9 39.2 

39.5 

（0.3） 

直近民家での予測値 地点ａ 27.5 45.9 注２） 
46.0 

（0.1） 

敷地境界における 

騒音レベルの最大値 
42.4 39.2 注２） 

44.1 

（4.9） 

注１）合成値は、予測結果と現況騒音の値をエネルギー合成した値である。 

注２）現況騒音の値は、直近民家では最寄りの現地調査地点（地点 B）の値、敷地境界に 

おける騒音レベルの最大地点の値は現地調査地点（地点 A）の値を用いた。 
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＞ 

図7-1-2.10 計画施設の稼働に伴う騒音の予測結果 

１：６,０００ 

Ｎ 

0 

 

60 120 240ｍ 

凡   例 

対象事業実施区域 等騒音レベル線(単位：デシベル) 

予測範囲 最大レベル地点（42.4デシベル） 

 予測地点 

この地図は、鳥取市白図を使用したものである。 

地点Ａ 

最大レベル地点 

地点ａ 

    

 



7-126 

３．環境保全措置 

（１）工事の実施 

① 資材運搬車両等の走行に伴う騒音の発生 

・資材運搬車両等の走行ルートを指定する。 

・資材運搬車両等は、工程等の管理や配車の計画を行うことにより車両の集中を避けると

ともに、整備、点検を徹底する。 

・資材運搬車両等の不要なアイドリングや空ぶかしをしないよう徹底する。 

② 建設機械の稼働による騒音の発生 

・対象事業実施区域の周囲に仮囲い等を設置し、周辺地域への騒音の防止に努める。 

・建設機械は、低騒音型建設機械を使用し、施工方法や工程等を十分に検討して建設機

械の集中稼働を避け、効率的な稼働に努める。 

・建設機械の整備・点検を徹底する。 

（２）施設の存在・供用 

① 廃棄物運搬車両等の走行に伴う騒音の発生 

・廃棄物運搬車両等の走行ルートを指定する。 

・廃棄物運搬車両等の運行管理を行うことにより車両の集中を避ける。 

・廃棄物運搬車両等の不要なアイドリングや空ぶかしをしないよう徹底するほか、運搬車

両のハイブリッド化を推進する。 

・廃棄物運搬車両等の整備、点検を徹底する。 

② 計画施設の稼働に伴う騒音の発生 

・プラント設備類を極力屋内に設置し、遮音対策に努める。また、屋外に設置する機器は、

必要に応じて周辺の壁に吸音材を取り付けるなど、騒音を減少させる対策を行う。 

・給排気口、脱臭装置排気口等については、排気フード、消音ボックス等適切な防音対策

を行う。 

・騒音レベルが高い一部の機器（誘引通風機及び排ガス再循環送風機）についてラギング

による対策、当該機器を設置する部屋の内壁に吸音材（グラスウール50mm）を取り付け

るといった対策を講じる。 

・低騒音型の機器を採用する。 
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４．評 価 

（１）評価の手法 

① 環境影響の回避・低減に係る検討による手法 

事業者により実行可能な範囲内で騒音の変化による人の健康及び生活環境への影響

について、その回避・低減が図られているかどうかにより評価した。 

② 環境基準等との整合性に係る検討による手法 

騒音に係る環境保全目標は、表7-1-2.24～26に示すとおりである。対象事業実施区域

及びその周辺は、用途地域の指定がなされていないことから「環境基本法」に基づく騒

音に係る環境基準は適用されないものの、平成26年３月27日に対象事業実施区域が「騒

音規制法」に基づく第４種区域に指定されたことから、第４種区域の基準が適用される。

しかしながら、周辺の土地利用状況等を勘案のうえ、より厳しい規制基準である「騒音

規制法」に基づく第３種区域の基準値、県条例に基づく深夜騒音の規制基準及び本事業

の計画目標値を参考に整合を図るべき基準を設定し、これら基準との整合が図られてい

るかどうかにより評価した。 

 

表7-1-2.24 騒音に係る環境保全目標（道路交通騒音） 

予測地点 
環境保全目標 

根 拠 目 標 

関係車両ルート沿道 
「環境基本法」に基づく騒音に係る環
境基準（幹線交通を担う道路に近接す
る空間の昼間の特例値） 

70デシベル以下（LAeq） 

 

表7-1-2.25 騒音に係る環境保全目標（建設機械の稼働による騒音） 

予測地点 
環境保全目標 

根 拠 目 標 

敷地境界 
「騒音規制法」に基づく特定建設作業
に係る規制基準 

85デシベル以下 

 

表7-1-2.26 騒音に係る環境保全目標（施設の稼働による騒音） 

予測地点 
環境保全目標 

根 拠 目 標 

敷地境界 

「騒音規制法」に基づく特定工場等に
係る騒音の規制基準（第３種区域）、
「鳥取県公害防止条例」に基づく深夜
騒音の規制基準、本事業の計画目標値 

昼 間：65デシベル以下 
朝・夕：65デシベル以下 
夜 間：45デシベル以下 

 
注）時間区分は、朝：６時～８時、昼間：８時～19時、夕：19時～22時、夜間：22時～翌朝６時 
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（２）評価の結果 

① 工事の実施 

ア．資材運搬車両等の走行に伴う騒音の発生 

資材運搬車両等の走行に伴う道路交通騒音（等価騒音レベル：LAeq）の予測結果は、

70.8デシベルとなり、環境保全目標を上回るものの、将来の一般交通量による騒音レ

ベルと同程度の値であり、事業の実施に伴う騒音の増加量は１デシベル以下（0.4デ

シベル）となる。 

これに対して、本事業では、資材運搬車両等の走行ルートを指定するなどの環境保

全措置を講じることから、事業者により実行可能な範囲内で対象事業に係る騒音の変

化による人の健康及び生活環境への影響について、その回避・低減が図られていると

評価する。 

イ．建設機械の稼働による騒音の発生 

敷地境界における騒音レベルの最大値は、76.0デシベルとなり、建設機械の稼働に

伴う増加量は15～37デシベルとなる。 

したがって、予測結果は環境保全目標を下回っていることから、目標との整合が図

られていると評価する。 

なお、建設機械の稼働に伴う増加量は15～37デシベルとなるが、一時的なものであ

り、また、建設機械は、低騒音型建設機械を使用し、施工方法や工程等を十分に検討

して建設機械の集中稼働を避け、効率的な稼働に努めるなどの環境保全措置を講じる

ことから、事業者により実行可能な範囲内で対象事業に係る騒音の変化による人の健

康及び生活環境への影響について、その回避・低減が図られていると評価する。 

② 施設の存在・供用 

ア．廃棄物運搬車両等の走行に伴う騒音の発生 

廃棄物運搬車両等の走行に伴う道路交通騒音（等価騒音レベル：LAeq）の予測結果

は、71.2デシベルとなり、環境保全目標を上回るものの、事業の実施に伴う騒音の増

加量は１デシベル以下（0.8デシベル）となる。 

これに対して、本事業では、廃棄物運搬車両等の走行ルートを指定するなどの環境

保全措置を講じることから、事業者により実行可能な範囲内で対象事業に係る騒音の

変化による人の健康及び生活環境への影響について、その回避・低減が図られている

と評価する。 
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イ．計画施設の稼働に伴う騒音の発生 

敷地境界における騒音レベルの最大値は、42.4デシベルとなり、計画施設の稼働に

伴う増加量は５デシベル以下となる。 

したがって、予測結果は環境保全目標を下回っていることから、目標との整合が図

られていると評価する。 

また、本事業では、プラント設備類を極力屋内に設置し、遮音対策に努めるなどの

環境保全措置を講じることから、事業者により実行可能な範囲内で対象事業に係る騒

音の変化による人の健康及び生活環境への影響について、その回避・低減が図られて

いると評価する。 

 

 

    

    


